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各　支　部　長　様
社団法人　長崎県建設業協会　　　　
会　　長　谷村隆三　　　　
森林法第１０条の２に基づく林地の適正な開発について

　かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、昭和４０年代以降無秩序な国土の開発が増加し、国民の自然環境の保全への関心が高まりをみせ、森林の持つ公益機能の発揮への要請が、強く求められるようになりました。

森林法においては、特に公益的機能の高い森林について、保安林制度に基づきその保全および形成に努められてきたところであります。

　しかしながら、保安林以外について何ら法的規制が講じられていなかったことから、開発行為に無秩序なものがみられ、種々の問題が発生しました。

　このため、昭和４９年には森林法の改正により第１０条の２に林地開発許可制度が創設され、１haを越える林地を開発する場合は県知事の許可を必要とし、その指導のもと森林の適正な利用が確保されることとなりました。
　しかし、最近、制度の未周知から、農用地造成、土捨場、事業所の設置等いつの間にか１haを越える無許可開発の違反が見られます。つきましては、同制度の周知依頼が長崎県農林部長より別添のとおりまいっておりますので、貴支部会員へ同制度の主旨をご理解いただくようご指導願いますとともに、林地の無断開発、又は違反開発の施工を受注することがないようご周知方よろしくお願い申し上げます。
